


































Ethical Management and Social Marketing in Korean Retailer 






































韓国では、1996 年ＯＥＣＤ加入や 99 年の国際商取引贈賄防止協定（Convention on 




ＳＲ, Corporate Social Reasonability）が強く求められる世界的潮流や経済グルーバル化に対
応していくために、大企業を中心に倫理経営への関心や取り組みも高まり始めた。多くの
企業が倫理経営実施を宣言したり、企業同士の倫理委員会を設置したりするなど、現在で
は売上高上位 500 社の８割以上の企業が倫理経営を推進している（全経連[2011]）。 
倫理経営をグローバル競争力として企業活動にいち早く、積極的に取り入れた新世界の
場合、1999 年末 57,400 ウォンだった株価が、倫理経営実施後の 2002 年末には 162,000 ウォ
                                               
* 本論文は、2012 年 10 月 31 日～11 月 2 日に、法政大学・矢作敏行教授との韓国新世界グループのＣＳＲ
関連の同行取材をもとに作成したものである。 








































































表１ マーケティングの 1.0、2.0、3.0 の比較 
 
マーケティング 1.0 マーケティング 2.0 マーケティング 3.0 

























価値提案 機能的価値 機能的・感情的価値 
機能的・感情的・精神的
価値 




















 しかし、全国経済人連合会（［2011］、以下全経連）の調査によると、回答企業 220 社の
2010 年の社会貢献総支出額は 2.9 兆ウォンとなっており、04 年 224 社の 1.2 兆ウォンの２
倍強までに増えている。また１社当たりの社会貢献平均支出額も 04 年 54 億ウォンから 10





と、倫理経営の基本方針を定める倫理憲章（綱領）を制定している企業は 1999 年第 1 回調
査では 21.8％に過ぎなかったが、2002 年では 49.7％へと倍増している。上位 30 企業グルー
プに限ると、99 年 33.3％から 02 年 76.3％へ増加しており、大企業を中心に倫理経営が拡



















































トは新世界百貨店の総合量販店事業部門としてスタート、2012 年 12 月末現在 141 店舗を




 百貨店 総合量販店 食品スーパー コンビニ 
新世界 新世界百貨店 Ｅマート* Ｅマートエブリデー － 








される。この新しい業態は、登場から 10 年後の 2003 年に総売上高 20 兆ウォンと百貨店を
上回る市場規模を達成し、韓国小売業界最大の勢力となった。総合量販店の急成長の背景
－ 8 － 
としてＩＭＦ金融危機以降、消費者がより価格感応的になったことに加え、中間所得層に
衣食住関連商品をワンストップ・ショッピング機能に加え、低価格で提供する総合量販店






































表３に示した新世界の倫理経営導入後の株価の変化を見てみると、2000 年 45,000 ウォン
から 06 年 580,000 ウォンへと約 12 倍も上昇している。また会社の信用度をあらわす社債








 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 
ＲＯＡ（％） 2.84 6.35 6.95 7.49 7.38 8.28 7.15 
株価（千ｳｫﾝ） 45 193 150 290 285 443 580 
（出所）韓国金融監督院。 
（２）新経営理念としての倫理経営の導入 




































































































2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 




2009 年には倫理マイレージ制度が導入され、幹部クラスは半期当たり 25 マイル、平社













































で提携銀行から融資が受けられる制度で、施行初年度の 2004 年には 135 社が 53 億ウォン







－ 14 － 

















医薬品安全庁のＨＡＣＣＰ（Hazard Analysis and Critical Control Point）認証も獲得してい
る。08 年には新世界倫理経営導入支援取引先に選ばれ、体系的に倫理経営を取り入れてお
り、Ｅマートとともに成長を遂げている企業である。取引開始当時と比べて、取引額基準
では 40 倍を超える高成長を遂げている（新世界[2009]）。 







か所の診断により、659TOE（Tonnage of Oil Equivalent）のエネルギー節減と 1,515 トンの
ＣＯ２削減效果が得られるなど取引先からも高く評価されている。 
－ 15 － 
（５）倫理経営の評価 
新世界は、倫理経営の取り組みと成果を数値化していくために、2003 年にＳＥＭＤＥＸ
（Shinsegae Ethics Management Index）という倫理経営評価プログラムを導入した。ＳＥＭ
ＤＥＸは倫理経営の実践程度を係数化したもので、倫理経営６大テーマである顧客尊重経
営、人材重視経営、社会奉仕経営、遵法経営、清潔経営、取引先尊重経営に経営透明性を






表６ ＳＥＭＤＥＸ主要評価項目と倫理経営評価の推移（100 点満点） 
2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 
75.8 81.8 84.3 84.8 83.8 85.0 85.5 86.8 87.9 
 
































合計 74→66 100 
（出所）新世界［2009］、［2012］。 





年に現在の調査フォーマットが完成した。11 年に共同成長項目が追加され、合計 64 項目
で評価される。表７に示したように、取引先の総合満足指数は年々上昇傾向にある。 
表７ 取引先満足度調査の主要評価項目および評価の推移 
 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 
会社数 5,127 4,091 4,583 6,526 5,947 4,288 3,402 3,100 
回答率 14％ 26％ 31％ 18％ 15％ 28％ 26％ 46％ 













調査も実施している。総合満足度（ＴＥＩ: Total Ethics Index）５項目、領域別満足度（Ｃ
































は、２億 5,000 万ウォンであったが、2012 年には 19 億ウォンへと大きく増えている。そし
て、地域社会への寄付活動をさらに充実させていくために、従業員が寄付した同額を会社
も寄付する制度も設けている。11 年には従業員側の募金額が 84 億ウォンにのぼり、会社
側は 85 億ウォンを寄付している。 
これらの他に 2006 年からは、地域住民とともに貧困層へ生活用品などを無償提供する
「希望配達馬車」キャンペーンを、そして婦女会や地域住民と結成した「Ｅマート希望分
－ 18 － 
け合い奉仕団」による様々なボランティア活動も展開している。現在、希望分け合いキャ
ンペーンは 11 プログラムに細分化されて行われており、キャンペーン関連寄付総額は 12









トでは、「Get more Pay less」をスローガンに低価格良質のＰＢ商品開発を目指しており、
そのために開発－生産－販売の３段階品質管理体系を構築している。まず開発段階では、
商品の安全性や機能性を規定した独自の品質基準を専門機関と共同で設けて運営している。
































韓国は 2008 年、新国家成長戦略として「低炭素緑色成長 10 大推進方向」を掲げ、10 年
には「低炭素・緑色成長基本法」を公布、国の最重要課題に位置付けた。特に親環境（エ
コ）消費の促進を重点課題にあげている。韓国政府は、これまでも様々な環境政策を導入・










ており、認証別生産量では有機農 5.5％、無農薬 46.9％、低農薬 47.6％となっている（韓
国チェーンストア協会［2011］）。 






























４部門 51 項目 配当点 
建築施設 建築設計および施工（15 点）、環境設備（30） 45（45） 
物流・車両運営 運送（10）、荷役・保管・陳列（15） 25（13） 
商品販売・包装管理 商品および販売管理（35）、商品包装管理（30） 65（52） 
売場運営・教育広報 売場運営（45）、事務室運営（20） 65（65） 
（出所）韓国環境産業技術院ホームページをもとに筆者作成。 
－ 21 － 
貨店４店舗、ロッテ百貨店３店舗、ロッテマート 20 店舗、ホームプラス４店舗が指定され
ている（韓国経済新聞 2012 年５月 31 日）。 
Ｅマート聖水店は、2011 年国内初のグリーンストア１号店に指定されており、12 年６月















マートでは年間 6,000 万枚のレジ袋（08 年実績）が使用されていた。 











－ 22 － 
組みで２等級認証を取得しており、本社ビルは１等級を獲得している。 
2009 年３月には京畿道龍仁市の駒城店に 34 億ウォンを投じ、太陽光発電を設置した設
置した。設置面積は 1,100 坪で、一般家庭 160 世帯の１年間分にあたる 570kWh が発電で
き、ＣＯ２排出量を年間 241 トン削減できる。同年 11 月には、忠清北道の堤川店に地熱設
備導入（地中温度 15℃）し、冷暖房用に活用している。その他にも、ＲＰＳ（Renewable 

















ＰＢの「自然主義オーガニック」の 179 アイテムは、ＩＦＯＡＭ（International Federation of 
Agriculture Movement 国際有機農業運動連盟）認証を取得している。そして現在Ｅマート 
 













食品 － 34 1,649 130 － 101 1,914 
非食品 378 151 － 19 27 335 910 
（出所）新世界［2012］。 







エコゾーンを 11 年に聖水店に設置、12 年現在 10 店舗で運営されている。空き缶や空き瓶
を入れると１個当たり 10 ポイントがキャッシュバックされるエコロボットは、11 年現在
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